
別紙様式第16号の22（第211条の72関係）

（日本産業規格Ａ４）

（NO. ）

住所又は本店所在地　　　　　　　　　　　

少額短期保険会社の主要株主基準値以上の数の議決権の保有（又は主要株主

基準値以上の数の議決権の保有者である会社の設立）をいたしたく、保険業法第272

条の32第１項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請いたします。

１　申請者の概要(ﾛ)

※  １　個人

 ２　法人（１　株式会社　２　有限会社　３　その他（

（団体名等：

２　申請者が保有する議決権の数及び議決権保有割合(ﾊ)

事 務 上 の 連 絡 先
及 び 担 当 者 名

電 話 番 号

申請者が保有する議決権の数

少額短期保険業者の総株主の議決権

議決権保有割合

(A)

(B)

（Ａ／Ｂ×100）

月 日

事 業 の 種 類

職　業

資本金額（百万円）

年 月

代表者役職

）

財務（支）局長 殿

商号、名称又は氏名　　　　　　　　　　　

○○

））

フ リ ガ ナ （ カ タ カ ナ ）
住 所 又 は 本 店 所 在 地

フ リ ガ ナ （ カ タ カ ナ ）
商 号 、 名 称 又 は 氏 名

個

人

法

人

（フリガナ）

勤務先名称

勤務先住所

（フリガナ）

代表者氏名

設立年月日 年

保険業法第272条の32第１項に基づく少額短期保険主要株主承認申請書

年 月 日

日生年月日



３　保有の目的(ﾆ)

４　取得資金(ﾎ)

(1)　取得資金の内訳

その他（具体的に）

(2)　借入金の内訳

（記載上の注意）

１　一般的事項

(A)　この様式において「議決権」とは、保険業法第２条第11項に規定する議決

権をいう。

(B)　この様式において「申請者」とは、保険業法第272条の32第１項の規定に

より、少額短期保険主要株主の承認を受けようとする者（代理人が申請書の

（フリガナ）
名称(支店名)

業　種
（フリガナ）
代表者氏名

所  在  地
金　額
(千円)

その他金額計（千円）

取得資金合計（千円）

借入金額計（千円）自己資金額（千円）

新保有の目的

旧保有の目的



提出をする場合には、当該代理人に提出を委任する者）をいう。

(C) ※のある欄は、該当する番号を○で囲むこと。

２　個別事項

(ｲ)　商号、名称又は氏名及び住所又は本店所在地

(1)　申請者本人（代理人が提出する場合には当該代理人）の商号、名称又は氏

名及び住所又は本店所在地を記入すること。なお、代理人が提出する場合

には、申請書の提出を委任した者が、当該代理人に、申請書の提出に関す

る一切の行為につき、当該委任した者を代理する権限を付与したことを証

する書面を申請書１通につき１通ずつ添付すること。

(2) 「商号、名称又は氏名」欄については、法人の場合には、法人の商号又は

名称及び代表者の役職氏名を記入すること。

(3)　氏を改めた者においては、旧氏及び名を、氏名を記載する欄に括弧書で併

せて記載することができる。

(ﾛ)　申請者の概要

(1)　「１　個人、２　法人」欄は、該当する番号を○で囲むこと。法人の場合

には、会社形態について該当する番号を○で囲み、該当するものがない場合

には、「合名会社」、「合資会社」等、具体的に記載すること。保険業法第２

条の２第１項第１号に規定する法人でない団体である場合には、当該団体を

保有者として提出せず、代表者又は管理人を保有者として提出すること。ま

た、この場合には、当該団体名及び申請者の当該団体との関係等を記載する

こと。

(2)　「事業の種類」欄には、当該申請者が事業を行っている場合にのみ、申請

しようとする日現在の当該法人の定款等に記載された主要な目的を記載す

ること。

(3)　申請者が個人である場合は「個人」欄に、法人の場合は「法人」欄に必要

事項をそれぞれ記載すること。

(4)　「設立年月日」欄には、法人設立の登記年月日を記載すること。

(5)　「資本金額」欄には、資本金額又は出資総額を記載すること。

(ﾊ)　申請者が保有する議決権の数及び議決権保有割合

その日の取引が全て終了した後の提出者が現に保有する少額短期保険業者

の議決権の数を記載すること。

(ﾆ)　保有の目的

「純投資」、「政策投資」、「経営参加」、「支配権の取得」等の目的及びその内容

について、できる限り具体的に記載すること。

(ﾎ)　取得資金

(1)　取得資金（累計）の内訳

届出又は報告義務が発生した日に保有する議決権を取得する際に要した

資金（累計）の内訳及び合計を記載すること。「その他」欄には、贈与、相続、

代物弁済、交換、無償交付等、具体的な取得原因を記載すること。

(2)　借入金の内訳

「①　取得資金の内訳」に記載した借入金の内訳について記載すること。

「業種」欄には、「銀行」、「長期信用銀行」、「その他の金融機関」（金融商品

取引法施行令第１条の９に規定する金融機関をいう。以下この様式において

同じ。）、「貸金業者」、「リース会社」、「商社」、「個人」等、具体的に記載する

こと。
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